
2A03 研究機関の業績評価への 文献計量学的手法の 適用 

0 大野博教 ( 電力中央 祀 

1 . はじめに 

「研究業績評価への 引用度分析の 適用」と題して 行った 1 9 9 7 年の大会での 研究発表 

において 1) 、 この種の調査を 適当な間隔毎に 継続的に実施することの 重要性を指摘した。 

また、 論文の第一筆者が 電甲所覚部の 機関の研究者の 場合、 この種の論文の 論分数シェア 

ならびに 被 引用回数シェアの 増加傾向について、 解釈が二つに 分かれ、 いずれとも決め 兼 

ねる、 という問題を 指摘した。 さらに、 研究所で認定された 学術 話 に投稿論文が 掲載され 

た場合、 その論文をもって、 従来作成を義務づけられていた「研究所報告」に 替えうると 

いう、 研究者の悩みと 重荷を解消する、 画期的な報告制度が、 1 9 9 5 年から採用された。 

そこで、 これらの状況への 対応、 解答または評価を 得るため、 9 5 年～ 9 8 年の最近 4 年 

間と、 これに対比するための、 9 1 年～ 9 4 年の前 4 年間、 および 8 7 年～ 9 0 年の前々 

4 年間について、 前回とほほ同様の 手法で学術研究業績の 動向を調査した。 

2 . 調査結果の全般的概況 

8 7 年 - から 9 8 年・の 1 2 や， 間に 亘 って、 Science Citation rndex ( 以下、 S C I と略 

称 ) 収録の学術 諸 に掲載された 電 中棚関係の論分数は 図 1 のようになる。 この図で「 内 」 

および「 外 」の標示は、 論文の第一筆者の 所属が電 中 研か外部機関かの 区分を示す。 経年 

的には 若 千の凹凸があ るが、 論 分数はほ ほ 単調増大の傾向を 示し   9 8 年の論分数は 8 7 

年の値の約 6 倍に達した。 

論文引用に対する 論文発表後の 経過年数の条件を 揃えるため、 調査対象の各 4 年間で発 

表された 論 分数と、 これらの論文が 発表後最長 4 年以内で受けた 1 篇 あ たりの 被 引用回数 

を プロットすると 図 2 のようになる。 論分数および 

被 引用率は奇   Ⅰ。 '""'"' 。   
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倍 に達した。 @""  Ⅰ ト @@ ヰ " ナー・ 宇 @ ", 正 - キ " 中 " よ " 

  
したがって 、       20             

        ぬ ll                                       
マクロ的に見   

  田文亮大町 ( 肝打 ) Ⅰ 1 Ⅰ @ Ⅰ 1 

れば 、 この 1 
  

2 年間で電 中 

    

    億 * Ⅰ文杖の伍 年 変化 口 公告 4 年Ⅰ毎の ウ 文杖 おょひ抜 引用 抽 

一 187 一 



研の研究の生産性と 研究の質またはインパクトは 、 良い 

バランスを保ちながら 着実に増加し 続けたといえる。   

次に、 発表論文の第一筆者の 所属が電 中 研か外部機関   

かによって、 研究者集団が 仮想的に 2 種のグループに 分   

かれるとし、 これら 両 グループの論文の 相対引用度 ( 被                                                                   

引用回数のシェアを 論分数のシェアで 除した 値 ) を調べ 
    

た 。 各 4 年間毎にまとめて 計算すると、 両者の相対引用 
。 " 5 """"""" """ 一 " " " " "" " 

度は図 3 のようになり、 9 5 年～ 9 8 年ではほぼ同じ 値   
  

となった。 このことは両者の 論文のインパクトがマクロ     
  87 ～り年 9I- 托 年 ㏄年 

的に同じになったことを 意味し、 前回の調査における 解   や ( Ⅰ 年 )   - "    " " " 

釈 問題は消失した。 
ロガ 斗立の 笘 一ミ者の所ム 別引用度のⅠ系列的皮 丑 

3 , 各研究分野の 特徴 電 甲所では、 長期研究計画の 策定と推進の 上 か 5 I  0  6 

全研究対象を 6 つの研究分野、 すな む ち、 原子力発電、 l 。 ・ 5 

    " ダ     
且且   エ ア と被 引用回数シェアの 変遷を求めると 図 4 のよう Ⅰ石群 

になる。 ただし、 建設・運用および 経営の分野は 論 分 拷 じ咄 
  x@ /H ， -@ BMW 

数が少なすぎるので 除いている。 各分野の特徴は 次の 
0 ． l 

通りであ る。   
  0 ． 1 0.2 0  3 O.4 O.5 O.6 力 子 発 論分数シェアはこの 8 年間 4 0 @k*@->x7 

  
%  近くを占めているが、 相対引用 ロ年研 充分竹川 栢甜 引用度の時系列的 在丑 

度は常に 1  より低い。 

新 ・。 エネルギー     論文教シェアの 伸びは著しいが、 相対引用度が 僅かず つ 低下し続けた。 

環 境 : 論 分数シェアおよび 被 引用回数シェアの 伸びは何れも 著しい。 

カ 送 : 論 分数シェアが 低下し続け、 最近の 4 年間では原子力発電より 低く 

なった。 被 引用回数シェアは 4 分野中で最も 高く 、 また相対引用度 

0 1 以上を保っている。 

ここでさらに、 従来学術誌の 評価指標として 使われている 文献引用影響率 (Impact 

Factor 、 以下， F と略称 ) と最近文献指数 (Immediacy Index 、 以下 1 1 と略称 ) に つ い 

ての考え方と 算出方法とを 上記 4 研究分野の論文辞に 対して適用し、 これによって 各研究 

分野の特徴を 考察することとした。 なお、 I F と I I は S C I をデータベースとして、 米 

因め lnstjtute  for  Scientific  lnformation  社 ( 以下 I  S  I 社と略称 )  が S  C  I  に収録 

中のすべての 学術 話に ついて算出し、 これらを Journal  Citation  Report  ( 以下、 J  C  R 

と 略称 ) 誌に毎年発表している。 参考までに、 I F と I 1 の算出方法を 以下に記す。 

r F : J CR の発行年度を 基準として、 その年度より 3 年前と 2 年前の 2 年間に当該学術 

誌 に掲載された 論文が、 J C R 発行年度の双年の 1 年間に受けた 総被 引用回数を 、 
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上記 2 年間の論文総数で 除 し   

    た値 。   
  r : J C R 発行年度の双年 1 年間 ㎞     

に 掲載された論文を 対象とし、 Ⅱ 
  

そのⅠ 年 - 間の総 被 引用回数を ， m     
    

論よ 総数で除した 値 。   今回求めることとした 指標は 、 各 
  

  
研究分野での 電 甲所論文の等価 I F 

  1 Ⅰ 止 
および「 1 であ るが、 学術 誌 とのま     

1 Ⅰ ) Ⅰ 攻 ( 』 ) Ⅰ カ Ⅰ 皓   

ぎらわしさを 避けるため、 それぞれ 
ロ占各市 % 分Ⅰのインパクト 廣 

インパクト 度 および話題性と 呼ぶこ     
ととした。   

これらの指標は、 図 5 および図 6  Ⅲ 
  

に 例ボするように、 各研究分野の @-@ ム田     
  

文の性格や論文を 通しての研究の 主           
体性の特色をよく 表わしているよう           

に 見え る 倒 え ば、 環境分野では 論 

文の インパクト度は 第一筆者が電 中 : 。 " 

研 外の場合が常に 高く 、 -- 方 、 話題 。 m       
(c) Ⅰ 捷   (d)   宙力 Ⅰ七   

性 はその逆となっている。 また、 電 
  

力輸送分野では、 インパクト度を 見 
口 6 缶研究 分 Ⅰの 堵 Ⅰ 硅 

ると、 1 2 年間の前半と 後半とでは研究の 主体性の移行が 窺われ、 一方話題性に 関しては、 

後半で著しい 衰退が見られる。 

4 . 考 察 

4 . ]  特異な研究活動のマスク 効果 

これまでに述べた 検討作業の過程において、 電力輸送分野には 他の分野にない 研究の不 

均債性 が感じられた。 この本坊 孜性は 、 電力輸送分野に 含まれている 高温超電導の 材料物 

性に関する研究の 進展状況にあ り、 被 引用率の高い 多数の論文が 8 9 年に突如、 爆発的に 

佳 - 産されたことを 契機とする。 この爆発現象は 図 5 に見られる よう に、 前後 2 回のうねり 

をもっ。 さらに子細に 調べると、 8 7 午から 9 8 年までの 1 2 年間で、 超電導材料の 物性 

に関する論文に 名前を出した 電中 研の研究員は、 電 甲所全研究員の 0 . 8 % にあ たる僅か 

5 名にしか過ぎず、 この 5 名が論文総数の 8 % を生産し、 さらに 被 引用回数の総数の 3 

0 %0 強を獲得していたことが 判った。 図 1 の 9 0 年から 9 1 年にかけての 論文総数の突出、 

図 4 における電力輸送分野での 9 5 年～ 9 8 年の被引用回数シェアの 急増のいずれにもこ 

れらの特異現象が 寄与している。 

このように活発な 研究活動の結果が、 電力輸送分野における 高温超電導以覚の、 送配電 

に関する研究を 主体とする在来の 研究分野の活動を 数字の上でマスクしてしまっている 可 
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  口俺 Ⅰ 田 Ⅰ 通   
  
  
Ⅰ 示 Ⅰ 黛 

    
    Q% 

  

  
丁 1 Ⅰ 午 1   

1, ) Ⅰ文枝 /@ ァ 

シェアの落ち 込みが         [b) Ⅰ @fWWD@@l 接ノヰ 7   

見られる。 この時期 ロ ワ Ⅰ 力 Ⅰ 送 分野の内田状況 ロ 7  Ⅰ 力 Ⅰ % 分Ⅰの肉体状況 

は 、 高温超電導研究 

  ぬ ll Ⅰ @ 丘令 lf 

相当する ( 図 6 一 ( d ) 参照 几 高温超電導に 関する   
  

が 外部主導型から 自主独立型に 移行した間の 過渡期に                                     
  

  

研究論文の生産が 活発な時間はこの 2 年間を境にして、 耳 Ⅰ ln 
  

9 0 年～ 9 2 年 と 9 5 年～ 9 7 年の 2 期に分けられる 
  

ま レ S 

  

    
よ う に、 高温超電導研究の 論文の相対引用度が 突出し           

て 高くなり、 電力輸送における 在来の研究分野の 相対               
引用度はこれにマスクされて、 - 見、 蓼 

(, ) 拍 * サり l 川内 

なった。 このような、 突出した論文発表活動とその イ   ロプ Ⅰ 力 Ⅰ 送分 Ⅰの六 % 状況 

ンパクトは、 電力輸送分野の 内部ばかりでなく、 電中 

研 の全分野を包括するデータにもマスク 効果をもたらした。 

4 . 2  学術誌からみた 各研究分野の 等価インパクトファクタ 

図 5 に ボ した 電 甲所論文のインパクト 度をみると、 原子力発電および 電力輸送における 

在来の研究分野では、 新 ・省エネ、 ルギーおよび 環境の分野に 比べてインパクト 度は著しく 

低い。 果してこれは 電 甲所におけるこれら 2 つの研究分野の 研究活動の低迷、 あ るいは研 

究ポテンシャルの 低下を意味するのであ ろうか。 この疑問を解くための 鍵を求めて、 次式 

に 示す方法で、 学術誌から見た 各研究分野の 等価インパクトファクタ ( I F 。 ) の算出を 

試みた。 すな む ち 、 

I F e  =  笘 N i . I F i  /  芝 N j 
  

法 " す " f"    N i : 各学術詰 は 掲載された 電 甲所の諸分数 

I F i : 各学術 諾め I F 

このようにして 求めた等価インパクトファクタ と 各研究分野での 電中 研の論文の 1 2 年 

間の平均引用事とを 比較すると、 表 1 のようになる。 この表において、 高温超電導を 除い 

た研究 4 分野の、 学術誌から見た 等価インパクト と電 甲所論文の平均引用事との 間には 強 

い 相関が見られる。 したがって、 電中 研の原子力発電および 電力輸送の在来研究分野の イ 
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ンパクト度が 低いのは、 そもそもこれらの 
轟 J 各研究分身の 等価インバク トフ アクタ と 平均 被 引用 串 

分野の学術 詰め I F が低いことと 大いに 関 

連 があ り、 必ずしも 電中 研の研究 ポ テンシ 研究 分好 等価イン       クトフ アクタ 平均 披 引用 薬   0 ．㏄ 2 l.5 ㏄ 

ャル の低下や研究の 低迷を意味するもので       竹工ネルギー 0.910 3. 288 

はない。     1.620 ゥ ． 3.7@17 本 

血刀神速 而は 胡地 叫 2. Ⅱ 5 12.673 

そこでさらに、 蟹甲 所の 4 研究分野に密 "" 邱 """ 。 0.644 l. 655 

接 な関連をもつ、 S  C  I  による区分カテゴ   

リ、 例えば、 原子力発電では Nuclear 

Science  &  Engineering 、 環境では hnvironmental  Science  における学術の I  F  を調べる 

こととした。 

J CR では、 各カテゴリ別に、 各学術 詰め I F が高い煩に列記されている。 そこで、 電 

甲所 の 4 研究分野に対応するカテゴリ 中の上位 1 0 誌の平均 I F を近年の約 1 0 年間に 亘 

って求めてみると、 原子力発電および 電力輸送に関する 学術誌の平均 I F は、 全力テゴリ 

中でもかなり 低く、 かつ継続的低下が 見られる。 一方、 新・省エネルギーおよび 環境の分 

野 では近年の伸びが 著しく、 世界的規模での 研究の活発さが 窺える。 したがって、 上記の 

現象は、 原子力発電および 電力輸送の分野では、 学問の成熟化が 世界的に進んでいること 

を物語っているといえる。 

4 . 3  その他 

学術誌上の掲 載 論文をもって、 そのまま研究所報告に 替えうる制度が、 使命遂行型研究 

所 としての 電中 研の業績に悪影響をもたらさないか、 という懸念が 持たれている。 そこで、 

この制度の影響を 調べてみると、 従来の研究所報告、 電力各社の依頼に 対する依頼報告、 

国からの研究委託に 対する受託報告の 数は、 多少の変動を 伴がいながらもほ ほ 一定であ り   

上述の認定報告の 新たな加算 公 だけ上乗せされて、 研究所報告が 増加していることが 判っ 

た 。 したがって、 新制度は電 中 研の使命遂行にプレーキとならず、 逆に学術研究論文の 生 

産に良い刺激となっているといえる。 
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